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 ふじみ野市下水道事業は、平成 17年 10月の上福岡市と入

間郡大井町との合併に伴う下水道事業の統合により誕生し

ました。本市の下水道事業は、昭和 51年 2月に上福岡一号

幹線及び同年 3月に苗間地区から建設事業を開始し、それぞ

れ昭和 57年 10月及び昭和 58年 4月から供用を開始しまし

た。その後、整備区域を拡大しながら、着実な下水道整備を

推進し、現在では、市街化区域のほとんどの地域で下水道が使用できる状態となって

います。 

本市の公共下水道の汚水処理事業は、ふじみ野市、川越市、所沢市、狭山市、入間

市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、入間郡三芳町、比企郡川島町及び

比企郡吉見町の 10 市 3 町を処理対象区域とする埼玉県荒川右岸流域下水道事務所が

所管する流域下水道に接続し、最終的には新河岸川水循環センター（和光市）で汚水

の処理を行っており、県や各市町との広域的な連携と負担によって実施しています。 

 本市の下水道事業を取り巻く環境は、誕生以来、若い世代の転入が多く、人口は毎

年増加しているものの、近年急速に進む少子高齢化や節水機器の普及などの影響によ

り下水道使用料は減少するものと考えられます。また、下水道施設の老朽化による更

新需要の増大や施設の耐震化などによる危機管理対策の強化など、多くの課題を抱え

ており、厳しさを増しております。 

 国においては、このような変化に即応するため、「自らの経営等について的確な現

状把握を行った上で、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、徹底した効

率化、経営健全化を行うことが必要」とし、「経営基盤の強化と財政マネジメントの向

上」のために中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定することを求めて

います。 

 そこで、本市では、こうした課題に適切に対処してくために、平成 28 年度より地

方公営企業法を適用し、経営状態の把握を行えるようにしました。加えて中長期的な

視点に立った計画によって、下水道事業を展開していくことが重要であると考え、住

民サービスの更なる向上を図り、健全な下水道インフラを維持して行くために本下水

道事業経営戦略を策定いたしました。 

 今後も、市職員一丸となって全力で取り組んでまいりますので、市民の皆様のご理

解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

平成 30年 3月 

ふじみ野市長 高 畑   博   
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第１章 はじめに 

１ 経営戦略策定の趣旨と位置づけ 

 経営戦略策定の趣旨 

下水道は、環境衛生の向上や生活環境の改善はもとより、健全な水環境の創出に

大きく貢献するものとして、欠かすことが出来ない重要な都市基盤施設です。 

本市の下水道事業は、昭和 51年(1976年)2月に上福岡一号幹線及び同年 3月に苗

間地区から建設事業を開始し、それぞれ、昭和 57 年(1982 年)10 月及び昭和 58 年

(1983 年)4 月から供用を開始しました。その後、整備区域を拡大しながら、着実な

下水道整備を推進し、現在では、一部の未整備区域を残すのみで、市街化区域のほと

んどの地域で下水道が使用できる状態となっています。 

これからは、未整備地域の汚水処理方法を検討し、必要な投資を行うとともに、供

用開始から 30年以上経過している下水道施設への適切な維持管理、さらには老朽化

への対策や社会、経済状況を見据えた計画的な更新が必要な状況にあります。 

 

市を取り巻く社会情勢としては「少子高齢化の進行」や「人口減少社会の到来」、

及び「省資源化」などとともに「経済成長の鈍化」など、社会の潮流は転換期を迎え

ており、今後の下水道事業経営に大きな影響を及ぼすことが予想されます。 

そこで、今後の人口動態や経済状況を見極め、地方公営企業会計に基づく財務諸

表等を活用しながら、下水道事業における経営基盤の強化、健全化を図るため、中長

期的視点に立った具体的な方策が求められています。 

そして、快適で安全な市民生活を確保するため、下水道施設機能の維持・向上を進

めるとともに、経営環境の変化に適切に即応し、一層の経営基盤の強化を図り、下水

道サービスを持続的・安定的に提供していくために本計画を策定するものです。 

なお、この経営戦略でいう「下水道事業」とは、公共下水道事業のことを指します。 
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 経営戦略の位置づけ 

総務省から「公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会報告書」(平成 26年(2014

年)3 月)、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」(平成 26 年(2014 年)8

月)、「公営企業の経営戦略の策定支援と活用等に関する研究会報告書」(平成 27 年

(2015年)3月)が公表され、施設の老朽化、人口減少に対応し、より計画的・効率的

な経営を行うために「経営戦略」を策定することが求められました。 

また、平成 32年度(2020年度)までの「経済・財政再生計画」(経済財政運営と改

革の基本方針 2015(平成 27 年(2015 年)6 月 30 日閣議決定))では、公営企業につい

て、地方財政をめぐる厳しい状況を踏まえ、「経営戦略の策定等を通じ、経営基盤の

強化と財政マネジメントの向上を図る。」こととされ、さらに、「経済・財政再生計画

改革工程表」(平成 27年(2015年)12月 24日経済財政諮問会議決定)では、その改革

の成果を図る指標として「収支赤字事業数」の減少や「経営戦略の策定率」が設定さ

れています。これらのことを踏まえ、平成 28 年(2016 年)1 月には、「経営戦略の策

定について(通知)」が公表され、全ての公営企業について、平成 32年度(2020年度)

までに経営戦略を策定することが求められているところです。 

本市の下水道事業においても、今後の施設の老朽化に伴い増加する更新費用や人

口減少による収益減少に耐えうるように、より効率的で計画的な経営により経営基

盤の強化、安定化を図るための計画として「経営戦略」を位置づけています。 

また、本市では最上位計画として「ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 基

本構想」を策定しており、本計画は、この最上位計画のほか、関連のある各種計画と

の整合性に配慮するものとします。 
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【他の計画等との関係】 

 

 

２ 計画期間 

経営戦略における期間の設定については、事業の特性、個々の団体・事業の普及

状況、施設の老朽化状況、経営状況等を踏まえて、10 年以上の期間とするとい

う、総務省が示す基本的な考え方を受け、平成 30 年度(2018 年度)から平成 39 年

度(2027年度)までの 10年間とします。 

ただし、事業の進捗に応じて、著しい乖離が生じている場合には、一時的・臨時的

な要因を除き、随時見直しの検討を行うこととします。 

  

下水道事業経営戦略 

ふじみ野市将来構想 

from 2018 to 2030 基本構想 

他の計画 

(公共施設等総合管理計画等) 
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第２章 下水道事業の現状と課題 

１ 下水道事業の役割 

下水道の主な役割としては、汚水の排除及び雨水の排除の大きく 2 つの機能があ

ります。 

 

 汚水事業 −生活環境の改善− 

家庭や工場から排出されるし尿や汚水などを速やかに流すことにより、快適で衛

生的な生活環境を確保します。排出された汚水などは、下水道管を使って和光市に

ある荒川右岸流域下水道の終末処理場まで運び、浄化処理されたのちに、河川に放

流しています。また、雨水については、雨水管(一般管)によって直接河川に放流して

おり、本市の下水道は、汚水と雨水を別々の管で運ぶ「分流式」となっています。 

 

 雨水事業 −浸水の防除− 

都市化の進展による道路や地表面の舗装等にともない、地表での雨水貯留、浸透

機能が減少(雨水流出量が増加)してきているため、多くの雨水が道路側溝や雨水管

(一般管)などを通り河川へ放流されています。 

また、近年では局所的な豪雨が増加しており、雨水排除能力を超える雨水の流出

(想定降雨よりも短時間での流出)が生じることも想定され浸水被害が懸念されてい

ます。それら雨水への備えとして、雨水を流す雨水一般管の整備のほか、雨水を一時

的に貯留する雨水貯留施設や低地から雨水を汲み上げるポンプ場など、浸水被害か

ら街を守るため施設整備が必要となっています。 

 

※雨水事業については、「汚水私費、雨水公費の原則」に基づき、公費(税金)で負

担する事業となるため、本計画においては、事業費のみ区分して試算し、使用料

等の財源確保の試算からは除くこととしています。 
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２ 事業の概要 

 基本情報 

 

供用開始年月日 昭和 57年(1982年)10月(供用開始後 35年) 

法適(全部・財務)・非適

の区分 
平成 28年度(2016年度)から全部適用 

名称 

(種別) 

公共下水道 

(流域関連公共下水道) 

①区域人口 

(H29,3月末現在) 
113,533 人 

②処理区域内人口 

(H29,3月末現在) 
106,305 人 

③処理区域面積 
927.14 

《全体計画面積 1,464》 
ha 

④処理区域内人口密度 

(②/③) 

114.7 

《全体計画時人口密度 77.5》 
人／ha 

⑤水洗化人口 

(H29,3月末現在) 
103,441 人 

⑥公共下水道普及率 

(②/①) 
93.6 ％ 

⑦水洗化率(⑤/②) 

(H29,3月末現在) 

97.31 

《世帯 99.36》 
％ 

 

処理区 

 

名称 砂川堀処理区 川越江川処理区 新河岸処理区 

面積(ha) 318.22 268.91 340.01 

流域下水道等への接続の

有無 
埼玉県荒川右岸流域下水道に接続 
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 事業の特徴(地理的要因その他) 

ふじみ野市は、都心から 30キロメートル圏内に位置し、東は富士見市、西と北は

川越市、南は三芳町に隣接しています。武蔵野台地の北部のほぼ平坦な地に位置し、

荒川に向って西から東に緩やかに傾斜しているのが特徴です。また、市内を南北に

西から順に関越自動車道、川越街道(国道 254 号)、東武東上線、国道 254 号バイパ

スが縦貫しており、北部市境に沿って新河岸川が流れています。 

 

本市の下水道の汚水処理事業は、ふじみ野市、川越市、所沢市、狭山市、入間市、

朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、三芳町、川島町及び吉見町の 10市 3

町を処理対象区域とする荒川右岸流域下水道に接続し、最終的には新河岸川水循環

センター(和光市)で汚水の処理を行っており、県や各市町との広域的な連携と負担

によって実施しています。 

主に道路下に埋設されている下水道は、管の高低差により自然に流れる流下シス

テムを採用していますが、市内の 4 地点については、逆勾配のためマンホールポン

プで汲み上げて、再度流下させています。最終的には、国道 254 号バイパス下にあ

る流域下水道幹線に接続し、新河岸川水循環センターにおいて浄化処理された後、

河川に放流されています。 

新河岸川水循環センター(和光市)は、昭和 56年(1981年)4月から和光市と志木市

の一部の下水を受け入れ処理を開始し、現在に至っています。 
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 処理区域マップ 

本市の各処理分区の地理的関係は次の通りです。なお、本市下水道事業は荒川右

岸流域下水道に接続しているため、下水道管渠を除き、大規模施設は保有していま

せん。 

 

(出所:本市公共下水道事業計画図(汚水)) 

 

 

３ 事業の現状 

 下水道の普及状況 

行政区域内人口に対して下水道を利用できる処理区域内の人口割合である普及率

は、平成 28 年度(2016 年度)末において市全体で 93.6％となっています。地域ごと

にみると、市街化区域の普及率は、ほぼ 100％となっており、今後は、市街化調整区

域における下水道の整備が課題となっています。この「経営戦略」をもとに、市街化

調整区域における汚水処理の手法について、検討が必要となっています。 
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次の表は、本市が下水道の供用を開始した昭和 57年度(1982年度)以降の下水道普

及率の推移の状況です。 

 

【下水道普及率の推移】 

 

(出所:｢決算統計｣より作成) 

 

埼玉県では、水質汚濁防止法に基づき、河川 94地点及び湖沼 3地点の水質を、関

係機関と協力して随時監視し、環境基準の達成状況をモニタリングしています。ま

た、埼玉県生活環境保全条例第 16条に基づき、公共用水域の水質に対する汚濁の負

荷を低減するために必要な生活排水の処理施設の整備に関する広域的な計画として、

平成 16年度(2004年度)に「埼玉県生活排水処理施設整備構想」を策定して以来、平

成 23年度(2011年度)及び平成 28年度(2016年度)の 2度にわたって改定を行い、継

続して水質保全に取り組んでいるところです。 

環境基準とは、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されること

が望ましい基準」として、「大気の汚染」「水質の汚濁」「土壌の汚染」「騒音」の 4種

類について定められている基準です(環境基本法第 16 条第 1 項、ダイオキシン類対

策特別措置法第 7条)。このうち、「水質の汚濁」に係る環境基準は、“人の健康を保

護する上で維持されることが望ましい基準”として設定された「人の健康の保護に
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関する基準(健康項目)」と、“生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基

準”として設定された「生活環境の保全に関する基準(生活環境項目)」の２つから構

成されます。 

本市下流の新河岸川いろは橋(志木市)付近の「生活環境項目」にかかる水質測定

結果の推移は、それぞれ次の通りです。下水道への接続が促進された昭和 61 年度

(1986年度)以降、水質の改善が見られます。なお、直近の測定は平成 28年度(2016

年度)です。 

 

【生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)】 

  

(出所:埼玉県ホームページ｢公共用水域の各水質測定地点の概況｣より作成) 

 

生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ、Biochemical Oxygen Demand)とは、水中の有機物

が微生物によって分解される時に消費される酸素の量を意味しています。水質汚濁

の代表的な指標であり、数値が大きいほど、汚濁していることを示します。平成 28

年度(2016年度)のＢＯＤは 2.1ｍｇ／Ｌであり、供用開始年度(昭和 57年度(1982年

度))の 12.0ｍｇ／Ｌから大幅に改善されています。また、新河岸川の環境基準の 5.0

ｍｇ／Ｌに対し、下回っています。  
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【浮遊物質量(ＳＳ)】 

  

(出所:埼玉県ホームページ｢公共用水域の各水質測定地点の概況｣より作成) 

 

浮遊物質量(ＳＳ、Suspended Solids)とは、水中に浮遊・懸濁している不溶性の物

質(粒径 2 ㎜以下)の量を意味しています。浮遊物質量が多いと水が濁り、魚の生息

を阻害する要因となるほか、水中植物の光合成を阻害する原因ともなります。平成

28年度(2016年度)のＳＳは 14.0ｍｇ／Ｌであり、供用開始年度(昭和 57年度(1982

年度))と同じ数値となっています。昭和 57年度(1982年度)から平成 6年度(1994年

度)にかけては、水洗化率の上昇に伴い汚水処理量が一気に増加したことを要因とし

て、浮遊物質量(ＳＳ)の増加が見られますが、継続的な水質保全の取り組みにより、

改善されていることが分かります。また、新河岸川の環境基準の 50.0ｍｇ／Ｌに対

し、下回っています。 
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【溶存酸素量(ＤＯ)】 

 

(出所:埼玉県ホームページ｢公共用水域の各水質測定地点の概況｣より作成) 

 

溶存酸素量(ＤＯ、Dissolved Oxygen)とは、水中に溶解している酸素の量を意味

しており、汚濁が進むと酸素が消費されるため、減少します。河川の上流域では岩場

等で撹拌が起こるため数値は高くなる傾向にあり、流れが少なく汚濁の進んだ下流

ほど低くなる傾向があります。平成 28 年度(2016 年度)のＤＯは 7.0ｍｇ／Ｌであ

り、供用開始年度(昭和 57年度(1982年度))の 1.9ｍｇ／Ｌから大幅に改善されてい

ることが分かります。また、新河岸川の環境基準の 5.0ｍｇ／Ｌに対し、上回ってい

ます。 
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 水洗化の状況 

現在処理区域内人口に対して、水洗化人口(下水道に接続して汚水処理をしている

人口)の割合である水洗化率は、平成 28年度(2016年度)末において全体で 97.3％と

なっており、全国平均値(94.90％)及び類似団体平均値(97.08％)と比較すると高い

水準となっています。本市の人口は、昭和 40年(1965年)代以降から増加し、平成 28

年度(2016 年度)末における現在処理区域内人口は 106,305 人であり、今後も 10 万

人を超える水準で推移する見込みです。しかしながら、平成 42年度(2030年度)をピ

ークに減少に転じ、水洗化人口も本市の人口減少に伴い減少するものと考えられま

す。 

 

 【水洗化率の推移】 

 

(出所:｢決算統計｣より作成) 

 

 汚水排除量の状況 

下水道使用料の対象となる有収水量の推移は、2002年度(平成 14年度)以降、1,200

万立方メートル台でほぼ横ばいとなっています。一方で、一日１人当たり汚水排除

量は、近年減少傾向で推移しており、1998年度(平成 10年度)のピーク時における一

日１人当たり 478.0 リットルに対し、2016 年度(平成 28 年度)は一日 1 人当たり

333.6リットルと、約３割減少しています。これは、節水意識の向上や節水機器の普

及によるものと考えられます。 
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 【年間有収水量と一日１人当たり汚水排除量の推移】 

 

(出所:｢決算統計｣より作成) 

 

４ 下水道施設や管渠の状況 

 整備状況 

本市の下水道事業は、生活排水を下水道施設で処理することによって、環境負荷

を軽減し、衛生的な環境を提供する役割を果たすため、昭和 40年(1965年)代以降、

人口急増への対応や普及促進に重点を置き、昭和 50年(1975年)から平成 10年(1998

年)にかけて集中的に整備しました。これらの施設は、整備開始から 40 年、供用開

始から 30年以上が経過し、徐々に老朽化が進行しています。 

本市における下水道インフラの整備状況は、次の通りです。高度経済成長の時期

に集中して整備した施設が一斉に更新時期を迎えることから、計画的な更新を検討

する必要性が高まっています。 
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【管渠の年度別布設状況】 

 

(出所:本市｢固定資産台帳｣より作成) 

 

総事業費の推移及び財源構成は、次の通りです。なお、総事業費とは、整備開始か

らの建設改良費の累計額を意味しています。平成 28 年度(2016 年度)末における総

事業費 299 億円のうち、約半分について企業債の発行により賄っています。集中整

備期に起債した企業債の償還はある程度進んでいるものの、今後も一定の企業債償

還額の発生が見込まれています。 
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【総事業費の推移及び財源の内訳】 

 

(出所:｢決算統計｣より作成) 

 

 

(出所:｢決算統計｣より作成) 
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本市における建設改良費と下水道普及率の推移は次の通りです。集中整備に伴い

下水道普及率も堅調に上昇し、平成 19 年度(2007 年度)以降、下水道普及率は 90％

を超える水準となっています。 

 

【総事業費の推移及び財源の内訳】 

 

(出所:｢決算統計｣より作成) 

  

84.6%

93.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

S51 S54 S57 S60 S63 H3 H6 H9 H12 H15 H18 H21 H24 H27 H28

下
水
道
普
及
率
（
％
）

建
設
改
良
費
（
百
万
円
）

建設改良費と下水道普及率の経年比較

建設改良費（百万円） 下水道普及率（％）

17



 

 

 老朽化の状況 

本市の下水道インフラ施設は、「(１)整備状況」で見たとおり、昭和 50年(1975年)

から平成 10年(1998年)にかけて整備を行っており、これらの施設が、今後段階的に

更新時期を迎えます。特に、平成 44年度(2032年度)から平成 53年度(2041年度)に

かけての 10年間は集中的に更新時期が到来し、汚水処理に関連する資産の建設改良

費見込額をみますと、10年間の累計で 235億円にも上ります。このことは、下水道

インフラの更新投資に際し、その財源として多額の資金が必要となることを意味し

ています。また、老朽化に伴い、維持補修費などの費用も増加することが予想されま

す。各年度の耐用年数到来に伴う建設改良費の見込みは次の通りです。 

 

【耐用年数到来による更新投資見込額】 

 

(出所:本市｢固定資産台帳｣より推計) 

 

公共下水道の汚水処理は、埼玉県が所有する汚水処理施設(終末処理場)で行うた

め、汚水処理施設の更新費用は、県と市町村で負担します。 
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 耐震化の状況 

下水道は、ガス・電気・水道とともに重要なライフラインの一つであり、震災によ

り機能が停止すると、汚水の流出や交通障害の発生、また、トイレ等の生活に必要な

機能の停止により、住民生活や社会活動に大きな影響が生じます。また、下水道施設

は、他のライフラインと異なり、機能を代替する手段がないため、耐震化などによる

機能の確保が特に必要な施設であります。 

本市の下水道インフラにかかる資産も、緊急度や社会的影響度等を考慮し、計画

的に順次耐震化などを進めることを検討します。また、検討を行う際は、長寿命化計

画などの他の施設計画の状況も総合的に勘案し、計画的かつ効率的に対策を講じま

す。 

 

 施設の見通し 

本市の下水道事業は昭和 50年度(1975年度)から建設を開始し、昭和 57年度(1982

年度)より供用を開始しました。「３事業の現状」で見たとおり、下水道普及率は

93.6％、水洗化率も 97.3％を超え、全国平均値(94.90％)及び類似団体平均値

(97.08％)と比較すると高い水準で推移しています。 

しかしながら、「４（２）老朽化の状況」で見たとおり、整備開始から 40年、供用

開始から既に 30年以上が経過し、施設の老朽化が進行しています。今後は集中して

施設の更新時期が到来するため、計画的な長寿命化や更新投資費用の確保への取り

組みが必要です。 

本市では、「下水道長寿命化支援制度実施要領について」(国土交通省都市・地方整備

局下水道部 国都下事発 477号 平成 20年 4月 1日)に基づき、計画的に管渠の経年劣

化による老朽化の調査を行うとともに長寿命化修繕計画を策定し、平成27年度(2015

年度)には仲、水宮、苗間地区(砂川堀南東)、平成 28年度(2016年度)には元福岡地

区、平成 29年度(2017年度)には苗間地区(三保野)と、計画的な修繕を行っており、

今後も継続的に調査を行うとともに、計画的に施設の保全活動を進めます。 

また、今後は、本計画をもとに費用対効果や人口密度、効率性などを踏まえ、公共

下水道未整備地域の汚水処理方法について検討を進めます。 
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５ 雨水排水対策事業 

都市化の進展に伴う雨水流出量の増大と近年多発する集中豪雨により、都市型浸

水被害の増大が、全国的な課題となっています。雨水を貯留、浸透させる施設等を整

備するには多大な費用と期間を要するため、費用対効果を考慮するとともに、浸水

状況などを勘案したうえで、雨水排水対策事業を進めて行きます。本市では、確立年

5 年確率降雨強度 55.5ｍｍ／ｈへの対応として順次、雨水排水対策の施設整備を計

画的に進めています。 

 

 雨水調整池の整備 

河川等への流出抑制を図り、下流部の流下能力を助けるのに有効な施設として雨

水調整池の整備を進め、浸水軽減を図っていきます。 

 

 雨水浸透施設及び排水ポンプの整備 

雨水の道路等への冠水軽減を図るため雨水の貯留と浸透機能を併せ持つ施設の整

備を実施します。また、浸水が想定される地域には、溜まった雨水を汲み上げて排出

するポンプを設置し冠水への対応を図っています。 

 

 雨水浸透桝の整備 

埼玉県が全額負担を行い無料で宅地内における雨水浸透桝の設置を推進していま

す。雨水浸透桝は、家の屋根に降った雨水を地下に浸透させるもので、集中豪雨や局

地的大雨時に道路や側溝などへ流れ込む雨水を抑制し、浸水被害の軽減が期待でき

るものです。本市も県と協力し、雨水浸透桝設置事業を推進しています。 
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６ 使用料の状況 

 現在の使用料体系 

現在、本市は、「一般用」と「浴場用」の二種類の使用料体系を採用しています。 

 

① 一般用使用料体系 

本市の一般用使用料体系は、使用水量の多寡に応じて使用料が決まる従量的な

使用料体系です。また、使用水量が多くなるほど単位当たり使用料単価が高くな

る累進的な使用料体系を採用しています。 

一般使用料体系の具体的な金額は次の表の通りです。 

 

一般使用料表(1ヶ月につき) 

汚水排除量 使用料 

10m³まで 576円 

10m³を超え 20m³まで 77円／m³ 

20m³を超え 30m³まで 82円／m³ 

30m³を超え 50m³まで 87円／m³ 

50m³を超え 100m³まで 92円／m³ 

100m³を超え 500m³まで 102円／m³ 

500m³を超えるもの 123円／m³ 

(出所:ふじみ野市下水道条例) 

 

② 浴場用使用料体系 

本市の浴場用使用料体系は、使用水量の多寡に応じて使用料が決まる従量的な

使用料体系です。浴場用使用料の単位当たり使用料単価は、使用水量に関わらず

一定です。 
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浴場用使用料体系の具体的な金額は次の通りです。 

 

浴場用使用料 56円／m³ 

(出所:ふじみ野市下水道条例) 

 

 使用料についての考え方 

使用料は、下水道を使用し汚水処理の受益を受ける使用者(住民・企業)から下水

道事業の管理運営などに要する経費として徴収するものです。日々の生活に不可欠

なインフラである下水道を将来にわたって持続的に運営していくためには、適切な

使用料の設定が求められます。 

使用料の設定にあたっては、下水道事業に係る全ての経費を原価として把握する

総括原価方式を用います。 

また、短期的な運営コストのみではなく、使用者負担の期間的公平性を確保する

観点から、将来の施設の改良、排水施設の整備及び企業債償還金等資本的支出に充

当されるべき資本コスト(資本維持費)も使用料の設定に盛り込む必要があります。 

使用料体系・使用料水準については、今後の環境変化(使用者数の変化、物価変動

等)に応じて、定期的に見直していくことが求められます。 

今後の使用料水準の見通しについては、｢第４章 投資・財政計画等｣を参照くださ

い。 

 

 受益者負担金について 

受益者負担の観点、公平性の観点から受益がある住民に対し、整備費用の一部負

担を求めるものが受益者負担金制度です。 

受益者負担金は、都市計画事業として施行する下水道事業に要する費用の一部に

充てるため、下水道整備により受益を受ける土地の所有者等に建設財源の一部負担

を求め、計画的な事業推進を図るものです。今後、未整備区域(市街化調整地域)に下

水道を整備するとなった場合は、整備に必要な投資額を元に、受益を受ける使用者

から応分の負担をいただくことになります。  
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 使用料改定の状況 

本市は合併後、平成 21年(2009年)4月 1日と平成 26年(2014年)4月 1日に使

用料改定を行っております(平成 26年(2014年)4 月 1 日の改定は消費税改正に伴

うものです)。具体的な使用料改定状況は次の通りです。 

 

【使用料改定変遷】 

 

 

なお、過去 3 年間の条例上の下水道使用料、実質的な下水道使用料の推移は次

の通りです。(条例上の使用料とは、一般家庭における 20m³あたりの使用料を意味

します。実質的な使用料とは、使用料収入の合計を有収水量の合計で除した値に

20m³を乗じたものを意味します。) 

 

【条例上の使用料および実質的な使用料(20m³あたり)】 

 条例上の使用料 実質的な使用料 

平成 26年度 1,346円 1,686円 

平成 27年度 1,346円 1,693円 

平成 28年度 1,346円 1,693円 

(出所:｢ふじみ野市下水道条例｣より) 

 

  

合併時
～平成20年度

平成21年度
～平成25年度

平成26年度
～現在

10m³まで 基本料金　500円 基本料金　560円 基本料金　576円

10m³を超え　20m³まで 65円/m³ 75円/m³ 77円/m³

20m³を超え　30m³まで 70円/m³ 80円/m³ 82円/m³

30m³を超え　50m³まで 75円/m³ 85円/m³ 87円/m³

50m³を超え　100m³まで 80円/m³ 90円/m³ 92円/m³

100m³を超え　500m³まで 90円/m³ 100円/m³ 102円/m³

500m³を超えるもの 105円/m³ 120円/m³ 123円/m³

公衆浴場 49円/m³ 55円/m³ 56円/m³

一般

使用料金（1ヶ月につき）

汚水排除量区分
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７ 組織の状況 

 組織の状況 

本市では平成 25年度(2013年度)より上下水道課を設置し、水道事業・下水道事業

について一体的な組織運営を行っています。また、平成 28年度(2016年度)には地方

公営企業法の適用(全部適用)を行い、次のような組織体制となっています。 

 

【主な組織改編の沿革】 

 

 

(出所:｢ふじみ野市行政組織図｣より作成) 

 

 

  

水道事業の
管理者
（市長）

平成20年度（水道部廃止前） 平成25年度（上下水道課設置年度） 平成28年度（法適化後初年度）

市長

副市長

水道部
（２３）

都市政策部
（７３）

業務課（１０）

施設課（１２）

上福岡浄水場

大井浄水場

庶務係、料金係

工務係、浄水係

下水道課（９）

業務係、施設係

都市計画課（１６）

まちづくり整備課
（８）

建築課（７）

道路課（３１）

水道事業の
管理者
（市長）

市長

副市長

都市政策部
（７６）

上下水道課
（水道事業）

業務係、工務係、浄水係

都市計画課（１６）

建築課（９）

道路課（２７）

上下水道課
（下水道事業）

※上水道課（２３）

公営企業
上下水道事業

市長

市長

副市長

都市政策部
（７３）

上下水道課
（２２）

都市計画課（１４）

建築課（１１）

道路課（２０）

公園緑地課（５）

経営管理係
水道施設係

浄水係
下水道施設係
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 職員の状況 

平成 29年度(2017年度)4月 1日時点の本市の下水道事業職員数は 9人です。その

内訳は経営管理係が 4 人、下水道施設係が 5 人となっています。各係の業務役割は

次の通りです。 

 

【下水道事業職員数および業務役割(平成 29年度 4月 1日時点)】 

 経営管理係(下水道関係) 下水道施設係 

人数 4人(課長含む) 5人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務 

役割 

ア) 下水道の普及促進に関するこ

と。 

イ) 下水道の予算及び決算に関す

ること。 

ウ) 下水道の使用料に関すること。 

エ) 下水道事業に係る金銭の出納

保管に関すること。 

オ) 下水道事業の業務に係る金融

機関に関すること。 

カ) 下水道事業の職員の人事、給

与、服務及び研修に関するこ

と。 

キ) 下水道事業の職員の福利厚生

及び保健衛生に関すること。 

ク) 流域下水道事業の建設・維持管

理負担金に関すること。 

ケ) 企業債の借入及び償還に関す

ること。 

ア) 公共下水道事業の計画及び認

可に関すること。 

イ) 公共下水道工事に関すること。 

ウ) 公共下水道管路施設の維持管

理に関すること。 

エ) 排水ポンプ関連施設等の維持

管理に関すること。 

オ) 浸透施設の維持管理に関する

こと。 

カ) 排水水質の監視及び指導並び

に除害施設に関すること。 

キ) 排水設備工事責任者及び下水

道指定工事店に関すること。 

ク) 排水設備に係る指導、検査及び

共用開始手続等に関すること。 

ケ) 開発行為による汚水・雨水施設

の指導及び検査に関すること。 

コ) 下水道受益者負担金に関する

こと。 

サ) 工事等の受託事業に関するこ

と。 

(出所: ふじみ野市水道事業及び下水道事業管理規程より) 
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 組織の見通し 

本市では、「４下水道施設や管渠の状況」で見てきたように施設の老朽化が顕著に

なっています。今後、設備の更新時期が集中的に到来することが予測されるため、更

新業務の増加に対応できるよう、組織として人材を十分に確保することが課題とな

ります。 

 

８ これまでの主な経営健全化の取組 

本市では、下水道事業の経営健全化及びアセットマネジメント(資産管理)の的確

化等を目的とし、平成 25 年度(2013 年度)から地方公営企業法の適用の検討を開始

し、平成 28年度(2016年度)4月 1日より地方公営企業法の法適用(全部適用)を行い

ました。 

この法適用に伴い、アセットマネジメントの基礎となる固定資産台帳を整備しま

した。当該固定資産台帳をもとに本経営戦略上の施設の状況の把握や将来シミュレ

ーションを行っています。また、平成 28年度(2016年度)より企業会計方式の決算書

類を作成しています。企業会計方式の決算書類を作成することで、官庁会計方式に

比べて、より的確に財政状態及び経営状況を把握することができるようになります。 

民間活用についても適宜検討を行っており、平成 24年度(2012年度)より使用料徴

収業務について、水道料金の徴収と合わせて包括的に民間委託を行っています。 

今後も適宜下水道事業関連業務について民間委託等の可能性などを含めた更なる

効率化を検討し、下水道事業の一層の安定経営を図っていきます。 
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９ 経営の状況 

 経営比較分析表を活用した現状分析 

経営比較分析表とは、下水道事業の決算値をもとに、事業毎に経営指標(経営の健

全性・効率性、老朽化の状況等)を算出し、全国の類似団体平均値と比較することで、

本市の経営現状や課題を把握するものです。 

当該経営指標の中で、本市の現状課題として認識すべき指標、その他本市の現状

を説明するにあたって有用な指標について、次の通りの分析を行います。 

 

【経営の効率性】 

① 収益的収支比率及び経常収支比率 

収益的収支比率は、法非適用事業が当年度において、使用料収入や一般会計か

らの繰入金等の総収益で、総費用に企業債償還金を加えた額をどの程度賄えてい

るかを表す指標です。また、経常収支比率は、法適用企業が当年度において、使用

料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をど

の程度賄えているかを表す指標です。本市では平成 28年度以降は地方公営企業法

を適用しており平成 27 年度までは、収益的収支比率を記載し平成 28 年度以降は

経常収支比率を記載しています。 

当該指標はどちらも同趣旨の指標であり、単年度の収支が黒字であることを示

す 100％以上となっていることが必要です。なお、数値が 100％未満の場合、単年

度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善に向けた取組みが必要で

す。 
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※［計算式］収益的収支比率 = 総収益 / (総費用＋企業債償還金) * 100 

※［計算式］経常収支比率 = 総収益 / 総費用 * 100  

(総務省「経営指標の概要」より) 

H24～H27については平均値が公表されていないため記載しない。 

 

平成 27 年度(2015 年度)は打ち切り決算をしなかった想定数値を元に収支的収

入比率を算定しています。また、法適用後の平成 28年度(2016年度)以降は本市の

経常収支比率は 100％を超えており、使用料収入や一般会計からの繰入金等の総収

益で、総費用の額を賄うことができていると言えます。 

 

 

② 経費回収率 

経費回収率は使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料収入で賄えているか

を表した指標であり、使用料水準を評価することが可能となります。 

経費回収率が 100％以上であれば、その団体は使用料で回収すべき経費を全て使

用料収入で賄っていると言えます。また、数値が 100％を下回っている場合、汚水

処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味するため、適

正な使用料収入の確保及び、汚水処理費の削減が必要となります。 

 

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 85.85 103.83 96.96 101.79 109.31

平均値 - - - - 109.82

85.85

103.83
96.96

101.79

109.31

0

20

40

60

80

100

120
収益的（経常）収支比率（％）
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※［計算式］経費回収率 = 下水道使用料 / 汚水処理費(公費負担分を除く) * 

100(総務省「経営指標の概要」より)。平成 27年度(2015年度)は打ち切り決算を

しなかった想定数値を元に経費回収率を算定しています。 

 

経年で見ると、経費回収率は年々改善傾向にあります。当該数値は平成 26年度

(2014 年度)から 100％を超え、現在は使用料で回収すべき経費を賄えている状況

であると言えます。 

 

 

③ 汚水処理原価 

汚水処理原価は、有収水量 1 ㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本

費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標です。 

 

29



 

 

 

※［計算式］汚水処理原価 = 汚水処理費(公費負担分を除く) / 年間有収水量(総

務省「経営指標の概要」より) 

 

汚水処理原価は、年々減少傾向にあり、また全国平均(137.82 円)及び類似団体平

均値(119.00円)より低い水準にあります。汚水処理原価の減少は前項の経費回収率

の改善に寄与していると考えられます。 

 

 

④ 企業債残高対事業規模比率 

企業債残高対事業規模比率は下水道使用料に対する企業債残高の割合であり、企

業債残高の規模を表す指標です。 
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※［計算式］企業債残高対事業規模比率 = (企業債現在高合計 - 一般会計負担

額) / (営業収益 - 受託工事収益 - 雨水処理負担金) * 100(総務省「経営指標の

概要」より) 

 

企業債残高対事業規模比率は、企業債残高を減少させていることから、年々減

少傾向にあります。また、本市の企業債残高対事業規模比率は、全国平均

(728.30％)及び類似団体平均値(599.93％)より低い数値にありますが、企業債の

償還が順調に進んでいることが要因です。本市の下水道資産は今後更新時期に差

し掛かる見込みであり、更新時に企業債を発行した場合には当該数値は上昇する

ことになるため、更新時期やその金額を見定めていくことが重要であると考えて

います。 

 

 

⑤ 流動比率 

当該指標は、短期的な債務に対する支払能力を表す指標であり、１年以内に支払

うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す 100％以上である
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ことが必要です。一般的に 100％を下回るということは、１年以内に現金化できる資

産で、１年以内に支払わなければならない負債を賄えておらず、支払能力を高める

ための経営改善を図っていく必要があります。 

当該値は法適用企業のみ算出されており、ふじみ野市では 168.71％、類似団体平

均 67.70％、全国平均 59.95％となっており、目安となる 100%を超過し類似団体と比

較しても良好な状況であるといえます。なお、平成 28年度数値のみのグラフとなる

ため、グラフの掲載は割愛しています。 

※［計算式］流動比率 = 流動資産 /流動負債 * 100(総務省「経営指標の概要」

より) 

 

 

【老朽化の状況】 

① 管渠改善率 

管渠改善率は、当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更

新ペースや状況を把握できます。管渠改善率が２％の場合、すべての管路を更新

するのに 50年かかる更新ペースとなり、１％の場合には同じく 100年の更新ペー

スであるということが把握できます。数値が低い場合には、更新までより長期間

を要することとなり、資産の老朽化が一層進み、健全な下水道インフラを維持で

きなくなるリスクが高まります。 
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※管渠改善率 = 改善(更新・改良・維持)管渠延長 / 下水道布設延長* 100(総

務省「経営指標の概要」より) 

 

近年、管渠改善率は、全国平均(0.27％)及び類似団体平均値(0.16％)を下回る傾

向にありますが、これは本市の下水道資産が比較的新しいため、現在時点におい

て、管渠更新が少ないことが原因です。今後下水道資産は更新時期に差し掛かる

見込みであり、計画的に更新投資を行うことが重要であると考えています。 

33



 

 

 他団体と比較した経営状況 

次に、近隣他団体と比較し、本市の経営状況の分析を行います。なお、分析にあた

っては平成 27年度(2015年度)の数値を用いています。 

 

① 事業の概要 

【処理区域内人口密度】 

処理区域内人口密度は、下水道法に基づき処理開始が公示又は通知された処理

区域の年度末人口をもとに、当該地域の人口密度を図る指標です。 

 

(出所:総務省｢下水道事業経営指標・下水道使用料の概要｣より作成) 

 

本市は全国平均と比較し、処理区域内人口密度は高い水準を示しています。処

理区域内人口密度が高いほど、汚水処理にかかる費用が抑えられ、効率的な経営

を行うことができます。 
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【一般家庭用使用料】 

一般家庭使用料は、当該年度決算に基づき算定された一般家庭における 1 ヶ月

20㎥あたりの使用料を指します。 

 

(出所:総務省｢下水道事業経営指標・下水道使用料の概要｣より作成) 

 

本市の一般家庭用使用料は、他市と比較して低い傾向にあります。使用料水準の

妥当性については適宜検討する必要があります。 

 

② 施設の効率性 

【有収率】 

有収率とは当該年度決算に基づく汚水処理水量に対する年間有収水量の割合を

示した数値です。有収率が高いほど使用料収入徴収の対象とならない不明水が少

なく、当該指標が 100％に近いほど、施設の稼働状況が収益に反映されていると言

えます。数値が低い場合は、処理される水量が収益に結びついていないため、原因

を特定し対策を講じる必要があります。 
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(出所:総務省｢下水道事業経営指標・下水道使用料の概要｣より作成) 

 

本市の有収率は 85.5％と全国平均と比較して高い水準です。しかし有収率が

100％に満たない場合には、下水道管渠への地下水等の流入等が疑われる場合もあ

ることから、下水道管渠の適切な維持更新の取組と併せて有収率の向上を図るこ

とが必要です。 

 

【水洗化率】 

水洗化率とは処理区域内人口のうち、水洗化人口の割合を示した指標です。当

該指標は、公共用水域の水質保全や使用料収入の増加の観点から 100%であること

が望ましいとされています。 

 

(出所:総務省｢下水道事業経営指標・下水道使用料の概要｣より作成)  
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本市の水洗化率は 97.2％と水洗化はほぼ完了しています。他市と比較し、水洗

化率の改善の余地は残されていますが、どれほど数値を改善するかは水洗化に必

要な管渠の整備や地理的要因等、費用対効果を勘案する必要があります。 

 

③ 経営の効率性 

【使用料単価】 

使用料単価は、使用料収入を年間有収水量で除して算出され、１㎥当たりの使

用料を指す指標です。下水道で処理した汚水のうち、下水道使用料収入の対象と

なった水量 1㎥あたりの使用料収入を表します。 

  

(出所:総務省｢下水道事業経営指標・下水道使用料の概要｣より作成) 

 

本市は他市と比較して、使用料単価は比較的低い傾向にあります。使用料を適

正な水準に設定するとともに、経営の効率化によって経営基盤を強化し、下水道

事業の持続可能性を担保することが、世代間負担の公平性を確保する観点からも

重要です。使用料水準の妥当性については適宜検討する必要があります。 
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【汚水処理原価】  

汚水処理原価は、汚水処理費を年間有収水量で除して算出され、１㎥当たりの

汚水処理費を指す指標です。法適用企業の場合、汚水処理費は汚水に係る維持管

理費(管渠費、ポンプ場費、処理場費、その他)と汚水にかかる資本費(企業債利息、

減価償却費)の合計により算出されます。 

 

(出所:総務省｢下水道事業経営指標・下水道使用料の概要｣より作成) 

 

当年度は打ち切り決算をしなかった想定数値を元に汚水処理原価を算定してい

ます。全国平均及び類似団体と比較して、本市は汚水処理原価を低く抑えており、

次で述べる経費回収率を押し上げる一因となっています。 

 

【経費回収率】 

経費回収率とは使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料でまかなえている

かを表した指標です。そのため、使用料で回収すべき経費をすべて使用料でまか

なえている状況を示す 100％以上であることが必要です。100％を下回っている場

合には、汚水処理にかかる費用が使用料以外の収入により賄われていることを意

味しており、適切な使用料収入の確保と汚水処理費の削減が必要です。 
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(出所:総務省｢下水道事業経営指標・下水道使用料の概要｣より作成) 

 

当年度は打ち切り決算をしなかった想定数値を元に経費回収率を算定していま

す。本市の経費回収率は 100％を超えているため、使用料で回収すべき経費を使用

料収入で賄うことができています。 

 

④ 財政状態の健全性 

【処理区域内人口一人当たり企業債残高】 

処理区域内一人当たりの企業債残高を示します。当該数値が低いほど財政状態

が健全です。 

 

 (出所:総務省｢下水道事業経営指標・下水道使用料の概要｣より作成) 
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本市の処理区域内人口一人当たりの企業債残高は他市と比較して低く、財政状

態は良好です。本市の下水道施設は今後更新時期に差し掛かる見込みであるため、

更新需要に向けた財源の確保が必要です。 

 

 

１０ 下水道事業における課題 

「９経営の状況」では、本市の現状分析を行いました。 

経営の健全性・効率性を示す指標は、類似団体平均あるいは近隣団体に比して概

ね良好な水準にあり、直面する喫緊の経営的な課題は生じていません。 

 

しかし、中長期な視点で見ると、供用開始から 30年以上が経過した施設の老朽化

が顕著となっています。平成 28 年度(2016 年度)末時点で保有する固定資産をもと

に残存耐用年数から将来の更新投資の予測を行った場合、建設改良費と資金残高の

推計額は次の通りです。 

当面の間、資金残高は増加傾向で推移しますが、高度経済成長の時期に集中整備

した施設が一斉に更新時期を迎え更新需要が高まると減少に転じ、50年後の平成 79

年度(2067年度)には、約 100億円の資金不足が生じる見込みです。 

 

【建設改良費(更新投資)と企業債(更新投資)の推移】 
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【資金残高(更新投資のみ実施)の推移】 

 

なお、推計にあたっては企業債の起債割合を 50%と仮定し、将来の更新投資額の算

出にあたっては、物価変動を考慮するため国交省の公表するデフレーターによる補

正を行っています。 

 

更新投資とは別に、現在本市には「福岡地区」「川崎地区」「駒林地区」「大井字西

原地区」「字西台地区」「字東台地区」「亀久保字三角地区」「字大野原地区」「大井武

蔵野地区」の公共下水道未整備区域（市街化調整区域）があり、整備費は総額 100億

円程度と見込まれています。 
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既存資産の更新投資に加え、全ての未整備区域を整備すると仮定した場合、資金

残高の推移は次の通りです。「第２章４(２)老朽化の状況」で記載した平成 44 年度

(2032年度)から平成 53年度(2041年度) にかけての集中更新時期に、資金はマイナ

スに転じる見通しであり、50年後の平成 79年度(2067年度)には、200億円を超える

資金不足が予測されます。 

 

【資金残高(更新投資と全ての未整備区域を整備)の推移】 

 

 

このように、今後本市に対応が求められる「老朽化資産の更新投資」にあたって

は、計画的に財源を確保していく必要があります。また、「未整備区域の整備」に対

しては、財源的には非常に厳しい状況にあり、受益者負担や費用対効果などを明確

にし、使用者とともに事業を促進する必要があります。したがって、適正な使用料収

入を確保しながら汚水処理費の削減を図り、もって来たる更新投資需要に備えて可

能な限りの財源確保を進めることが、本市の下水道事業における課題です。 
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本経営戦略においては、未整備区域のうち優先的に整備が必要と考えられる地区

について、計画期間内に順次整備を進める方針として、投資・財政計画を策定するこ

ととしました。未整備区域については、他の状況を総合的に勘案しながら、引き続き

整備方針について慎重に検討を行います。 
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第３章 経営理念と基本方針 

１ 経営理念 

 

本市では、まちづくりの理念として「安全と安心」、「地域力」、「環境」を掲げてい

ます。平成 29年度(2017年度)には「ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 基

本構想」を策定し、まちの将来像を「人がつながる豊かで住み続けたいまちふじみ

野」と定めました。 

下水道事業の関連する「地球環境・自然環境」「都市整備」「防災・防犯」の分野で

は、経営理念として以下を掲げています。 

 

【経営理念】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             ～豊かな水と緑が調和したまち～ 地球環境・自然環境 

               ～快適で便利なまち～ 都市整備 

            ～災害に強く犯罪のないまち～ 防災・防犯 
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２ 経営の基本方針 

本市では、経営理念の実現に向けた取り組みのため、経営の基本方針を定めてい

ます。「ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 基本構想」で定められた基本方

針のうち、下水道事業に関連するものは次の通りです。 

 

【経営の基本方針】 

地球環境・自然環境 

 

 

 

都市整備 

 

 

 

 

防災・防犯 

 

 

 

本経営戦略では、上記の経営の基本方針に基づく取り組みとして、下水道事業に

おいて今後見込まれる大規模な施設の更新投資に備え、より一層経営基盤を強化し、

持続的で安定した経営を行うべく、投資と財源について検討を行います。 

 

 

 

 

 多様で豊かな自然環境を活かして、水と緑が調和した憩いと安らぎのある街

づくりを目指します。 

 駅を中心に、道路や公共交通など、より一層利用しやすくすることで利便性

の向上を図るとともに、上・下水道の整備と適切な維持により快適なまちづ

くりを目指します。 

 地震や水害などの災害対策を進め、災害に強いまちづくりを目指します。 
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第４章 投資・財政計画等 

 収益的収支 

【処理区域内人口と普及率の予測】 

計画期間の処理区域内人口の見通しは次の通りです。 

 

平成 30年度(2018年度)から平成 39年度(2027年度)の間、本市の人口は増加が見

込まれています。しかし、平成 42年度(2030年度)をピークに人口は減少に転じ、使

用料収入も減少していくことが予測されます。本市人口の長期的予測は次の通りで

す。 
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【使用料収入の見通し】 

計画期間における処理区域内人口予測を前提とした使用料収入の見通しは次の通

りです。計画期間においては、人口増加や未整備区域の新規整備に伴い、増加の見通

しとなりました。 

 

しかし、人口減少の影響を受けて、使用料収入もいずれ減少に転じることが予想

されますので、引き続き接続率の向上に向けた取り組みを行うことが重要です。人

口予測による長期的な使用料収入の見通しは次の通りです。 
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【収益的収支】 

計画期間の収益的収支の見通しは次の通りです。使用料収入の増加に連動して流

域下水道管理費など営業費用も増加が見込まれるものの、計画期間内においては黒

字で推移する見通しとなりました。 

 

しかし、平成 52年度(2040年度)以降、更新投資に伴い「減価償却費」が増加する

と、これに伴い「流域負担金」が増加するとともに、新規起債に伴う「支払利息」の

増加が見込まれますので、収支が悪化する可能性があります。 

なお、総収益及び総費用の内訳については、巻末の｢【別表①】投資・財政計画(収

益的収支)｣を参照ください。 
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 資本的収支 

【建設改良費】 

投資については、未整備区域の新規整備と既存資産の更新投資に分けて検討を行

いました。「第２章４下水道施設や管渠の状況」で見た通り、更新投資の時期は平成

52年度(2040年度)以降に集中しており、本経営戦略期間の平成 30年度(2018年度)

から平成 39年度(2027年度)の間は、大きな更新投資は予定されていないため、建設

改良費の中心は、未整備区域の新規整備に係る投資となる見込みです。計画期間に

おいて、未整備区域のうち優先的に整備が必要と考えられる地区について、順次整

備を進める場合、更新投資と新規投資の見通しは次の通りです。 

 

(注)未整備区域の整備は、全て汚水事業にかかる整備事業です。 

 

 

計画期間においては、大規模な投資需要は見込まれていないため、今後の更新投
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資に備えて財源を確保しておくことが必要です。 

 

【企業債】 

計画期間における建設改良費と企業債の見通しは次の通りです。 

 

上述の通り、平成 30年度(2018年度)から平成 39年度(2027年度)の間は大きな更

新投資は見込まれず、企業債の起債も未整備区域の新規整備に係るものが中心とな

ります。計画期間内においては、平成 37年度(2025年度)を除いて新規整備に伴う起

債額を償還元金が上回り、企業債残高は僅かに減少することが見込まれます。 
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【資本的収支】 

計画期間の資本的収支の見通しは次の通りです。平成 33年度（2021年度）から平

成 37年度（2025年度）にかけて未整備区域の新規整備に伴う建設改良費を毎年４億

２千万円程見込むため支出が膨らむものの、それ以外は企業債の償還金が主な支出

であり、資本収支不足額は２億円～３億円程度で推移する見通しです。したがって、

計画期間の平成 30年度(2018年度)から平成 39年度(2027年度)においては、現在の

水準を維持できる見込みとなりました。 

 

しかしながら、平成 52年度(2040年度)以降、更新時期の到来に伴い大規模な更新

投資が必要となる見通しのため、中長期的には収支が悪化する可能性があります。 

なお、総収入及び総支出の内訳については、巻末の｢【別紙】投資・財政計画(資本

的収支)｣を参照ください。 
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 投資・財政計画の策定にあたっての説明 

① 収支計画の主な前提・考え方についての説明 

収支計画の主な前提・考え方は次の通りです。  
収益的収支  

収支項目 推計の主な前提 

収

入 

使用料  定時・浴場用・随時に分け、次の通り推計 

 定時使用料は、浴場用及び随時以外の使用料であり、

処理区域内人口(最上位計画人口推計×普及率)に 1

人当たり使用料を乗じて推計 

 処理区域内人口：本市が想定する今後の人口動態で

ある最上位計画人口推計に普及率を乗じて算出 

 1人当たり使用料：過年度の実績を踏まえ 121.54㎥

／人を使用 

 普及率：平成 30 年度(2018 年度)から平成 36 年度

(2024年度)にかけては現状の 93.6％を維持するもの

とし、未整備区域は平成 37年度(2025年度)に供用開

始することを仮定し、完成年度に 0.4％の増加を加味

して推計 

 公衆浴場に係る使用料は、過去の実績を踏まえ、平成

21年度(2013年度)～平成 23年度(2015年度)の平均

値で推移すると推計 

 一般家庭の途中閉栓や工場用の臨時排水等、定期の

水量がカウントされない随時使用料は、過去の実績

を踏まえ、平成 21 年度(2013 年度)～平成 23 年度

(2015年度)の平均値で推移すると推計 

他会計繰入金 総務省が示す繰出基準を踏まえ、雨水処理施設の維持管

理費等に充てる金額として雨水処理負担金を計上 

雨水処理負担金は雨水分減価償却費と雨水分支払利息の

合計として推計 

長期前受金戻入 補助金等について、対象固定資産の耐用年数等に基づき

将来の収益化予定額を算出して推計 

その他 過去の実績を踏まえ、一定の水準で推移すると推計 
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支

出 

流域下水道管理

費 

過去の実績を踏まえ、給水量(有収水量÷有収率)に処理

単価を乗じて推計 

 有収水量：処理区域内人口×1人当たり有収水量 

 有収率：過去の実績を踏まえ 85%と仮定 

 処理単価：単価改定の可能性を踏まえ、平成 31年度

(2019年度)まで 30円／㎥、平成 32年度(2020年度)

以降 38円／㎥、平成 42年度(2030年度)以降 49円／

㎥を仮定 

減価償却費 取得翌年度から償却を開始するとし、既存資産および今

後取得予定の資産について、耐用年数等に基づき将来の

減価償却予定額を算出して推計 

人件費 過去の実績を踏まえ、一定の水準で推移すると推計 

支払利息 既存の企業債の支払利息に、今後発行予定の企業債の支

払利息を加味して推計 

なお、将来発行予定分は現在の発行条件を参考に利息の

予定額を推計 

その他  固定資産除却費は、除却時残存簿価に基づき算出 

 業務費、総係費、水質管理費及び普及促進費は、過去

の実績を踏まえ、過去 5 年間(平成 25 年度(2013 年

度)～平成 29年度(2017年度))の平均値で推移すると

推計 

 

資本的収支 

収支項目 推計の主な前提 

収

入 

企業債 新規投資分と更新投資分に分け、建設改良費の財源の約

50％を起債により賄うものとし、次の通り推計 

 新規投資分＝建設改良費(新規投資)－(国庫補助金

＋受益者負担金＋自己財源)×50％ 

なお、未整備区域は平成 33年度(2021年度)に整備開

始し、平成 37年度(2025年度)に供用開始することを

仮定して推計 

 更新投資分＝建設改良費(更新投資)×50％ 

他会計繰入金 総務省が示す繰出基準を踏まえ、雨水処理施設の資本費

等に充てる金額として他会計繰入金を計上 

雨水にかかる既存の企業債の償還元金に、今後発行予定

の企業債の償還元金を加味して推計 
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国（都道府県）補

助金 

未整備区域の整備について補助対象事業と仮定し、建設

改良費の財源の 25％を補助金で賄うものとして推計 

工事負担金 過去の実績を踏まえ、未整備区域の整備によって得られ

る受益者負担金(宅地面積×面積単価)を計上 

平成 37年度(2025年度)に供用開始することを仮定し、完

成年度から 5年間にわたり均等に受領するとして推計 

支

出 

建設改良費 既整備地区の更新投資と未整備区域に対する新規投資に

分け、次の通り推計 

 新規投資分：未整備区域は、平成 33年度(2021年度)

に整備開始し、平成 37年度(2025年度)に供用開始す

ることを仮定して推計 

 更新投資分：固定資産台帳をもとに既存資産の使用

可能期間を踏まえて推計 

企業債償還金 既存企業債は、償還予定に基づき推計 

今後発行予定の企業債は、起債より５年据え置き、25 年

間にわたって償還するものとして推計 

 

② 収益計画のうち投資についての説明 

投資については、既存資産の更新投資と未整備区域の新規整備に分けて検討し

ました。なお、本市の未整備区域は事業費として総額で約 100 億円程度が見込ま

れるものの、仮に全てを整備した場合、既存資産の集中更新時期を迎える前に資

金がマイナスに転じる見通しとなり、長期的視点に立つと財政的には非常に厳し

い状況に置かれることが予測されています。したがって、本経営戦略では、未整備

区域のうち優先的に整備が必要と考えられる地区について、順次整備を進める方

針としました。 

既存資産の更新投資のうち償却資産については、固定資産台帳を基礎とし、適

切な維持管理と長寿命化対策等を行うことを前提に、耐用年数の 1.2 倍の年数を

使用可能期間とみなし、使用可能期間経過時に取得年度と同額で更新投資を行う

ものと仮定し推計を行いました。無形固定資産については、法定耐用年数を 35年

とし、耐用年数経過から 15年後に再投資を行うものと仮定して推計を行いました。

更新投資は、施設が一斉に耐用年数を迎える平成 32 年度(2020 年度)から平成 34
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年度(2022年度)頃ピークを迎える見通しです。 

新規投資は、未整備区域のうち優先的に整備が必要と考えられる地区について、

平成 33年度(2021年度)から平成 37年度(2025年度)の間で整備する仮定で推計を

行いました。投資額としては、事業費に加え付随費用として事業費の 20％を見込

み、投資平準化を考慮して 5 年間にわたり均等額を計上しています。本経営戦略

の計画期間経過後における未整備区域の整備についても、費用対効果や人口密度、

効率性などを踏まえて慎重に検討を進めます。 

 

③ 収支計画のうち財源についての説明 

上述の建設改良費を賄うとともに適切な維持管理を行うため、財源について検

討を行いました。本市の公共下水道事業が使用できる主な財源は、使用料収入、企

業債及び一般会計繰入金です。ただし、一般会計繰入金については、「汚水私費、

雨水公費の原則」に基づき、基本的には雨水事業にかかる維持管理費及び資本費

を公費で賄うために計上するものとし、本計画においては、財源確保の検討から

は除くこととしています。 

計画期間内においては、本市の人口は増加が見込まれており経営環境も比較的

安定しているものの、将来的には人口減少による使用料収入の減少が見込まれる

ため、使用料の水準については継続的にモニタリングし、適時に適正な使用料改

定を行うことを検討していきます。また、本経営戦略においては建設改良費の約

50％を自己財源により賄うことを前提としていますが、財源構成については、今

後の経営状況も加味しながら、世代間負担の公平性に配慮したより健全な財政状

態を目指し、必要に応じた取り組みを検討していきます。 

 

④ 収支計画のうち投資以外の内容の説明 

建設改良費以外の経費のうち主なものは、減価償却費、流域下水道管理費、支払

利息及び企業債償還金です。このうち、減価償却費については過去の投資と将来

の投資予定に、支払利息及び企業債償還金については、過去に発行してきた企業

債と将来発行する企業債の額によるため、これらについては、上述の通り「老朽
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化資産の更新投資」と「未整備区域の整備」の投資計画をもとに推計を行いまし

た。流域下水道管理費については、今後の管理費単価の上昇可能性を加味して推

計を行いました。それ以外の経費については、削減のための各種取り組みについ

て、必要に応じて検討していきます。 

 

⑤ 総括 

以上を踏まえた、資金残高の見通しと、計画期間における主要な指標の見通し

は次の通りです。今後 10 年間は資金の留保が進み、計画期間末の平成 39 年度

（2027年度）末には 24億円程度まで増加する見通しとなりました。なお、計画

期間を通じた平均残高は約 15億円となります。 

 

【資金残高】 

 

｢１０下水道事業における課題｣で考察した｢更新投資と全ての未整備区域整備

する場合｣と比較すると、長期的な資金不足額は縮小するものの、現行の経営を持
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続するのみでは財政赤字の状態化が懸念されることが明らかとなりました。この

点、｢９(２)他団体と比較した経営状況｣で見た通り、本市の使用料水準は他市と

比較しても安い傾向にあるため、今後、近隣団体の状況も鑑みつつ、使用料改定

の可能性についても検討していく可能性があります。 

 

【経費回収率】 

 

経費回収率は、計画期間内においては概ね現状の水準を維持できることが見込

まれます。しかしながら、更新投資に伴って減価償却費が増加するなど、今後は

汚水処理費の増加が見込まれますので、長期的には経費回収率が下落する可能性

があります。 

 

【処理区域内人口一人当たり企業債残高】 
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処理区域内人口一人当たり企業債残高は、計画期間内においては概ね現状の水

準を維持する見込みです。しかしながら、今後の人口減少や更新投資需要の高ま

りに伴う起債の影響を受け、長期的には大きく上昇する可能性があります。この

点については、世代間負担の公平性も考慮しながら、引き続き適切な財源構成の

検討を行う必要があります。 

 

【経常収支比率】 

 

経常収支比率は、計画期間内においては 100％を超えて推移する見込みとな

りました。しかしながら、上述の通り今後は更新投資等に伴い経常費用の上昇が

見込まれることから、長期的には 100％を割る可能性もあります。したがって、

経費削減等も含めた経営効率化に向けた取り組みを検討していきます。 
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 投資・財政計画に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 今後検討予定の投資について 

｢１０下水道事業における課題｣で述べた通り、現在本市には未整備区域が残っ

ています。今後、本計画をもとに費用対効果や人口密度、効率性などを踏まえ、公

共下水道未整備地域の汚水処理方法（公共下水道の整備や浄化槽による汚水処理

等）についての検討を進めます。また、更新投資時期の到来に備えて財源を可能な

限り確保すべく、長寿命化計画・窓口業務の民間委託・資金運用等についても引き

続き検討を進めます。 

 

② その他 

経費の削減や資産の長寿命化、使用料収入確保のための接続率向上への取り組

みなど、財源確保のための取り組みを行ってもなお、資金の不足が予測される場

合は、使用料改定の必要性についても検討を行う可能性があります。 

投資・財政計画に未反映の取組や今後検討予定の取組について、今後更に検討

を深めるとともに、使用料改定の可能性を検討するにあたっては、十分に市民の

皆様のご理解を頂きながら、長期的な視点に立って経営健全化を目指します。  
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第５章 経営戦略の事後検証、更新等 

 経営戦略の進捗管理・見直しについて 

経営戦略の期間中、事業の進捗について定期的な進捗管理(モニタリング)を実施

するとともに必要に応じて計画の見直し(ローリング)ことが必要です。 

モニタリング及びローリングに当たっては、いわゆる PDCAサイクルの手法により

実施します。すなわち、事業の進捗に伴って目標の達成状況を評価し、実施手法の改

善や計画の見直しを行い、再び業務を実施するという、「計画(PLAN)」「実施(DO)」

「評価(CHECK)」「改善(ACTION)」というサイクルを行っていくことで経営戦略の進

捗を適切に管理していきます。 

 

【進捗管理とモニタリング(PDCAサイクル)】 

 

 

  

PLAN

(計画)

DO

(実施)

CHECK

(評価)

ACTION

(改善)
報告 

住民の皆様 
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 経営面の事後検証指標 

① 経常収支比率 

経常収支比率は、当該年度において使用料収入や一般会計からの繰入金等の収

益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかという「経営の健

全性・効率性」を表す指標です。 

 

 

【経営戦略期間の目標】 

当該指標は、単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっていること

が望まれます。現在、本市の経常収支比率は 100％を超えていますが、経費削減及

び更なる効率化をもとに現在の当該指標を現在の水準以上に保つことを目指して

いきます。 

 

② 経費回収率 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかという「経営の健

全性・効率性」を表す指標です。 

 

 

【経営戦略期間の目標】 

当該指標は、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す

指標の意味 算出式 H28 

経営の健全性・効

率性 
 

109.30％ 

指標の意味 算出式 H28 

経営の健全性・効

率性 
 

106.89％ 

×100 
経常収益 

経常費用 

×100 
下水道使用料 

汚水処理費(公費負担分を除く) 
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100％以上であることが望まれます。現在、本市の経費回収率は 100％を超えてお

り、汚水処理に係る費用を使用料収入で賄うことができている状況です。当該数

値については 100％以上であることが望まれることから、今後も継続的に現在以上

の水準を維持していくことを目指します。 

 

③ 処理区域内人口一人当たり企業債残高 

処理区域内人口一人当たり企業債残高は、住民の将来の負担である企業債残高

が処理区域内人口一人当たりどの程度あるのかという「経営の健全性」を表す指

標です。 

 

 

【経営戦略期間の目標】 

当該指標が低いほど住民一人当たりの将来の負担が少なく、財政状態の健全性

が高いということができます。現在、本市の処理区域内人口一人当たり企業債残

高は、県内類似団体に比して低い水準となっています。計画期間内は、現在の水準

以下に抑えることを目指します。 

  

指標の意味 算出式 H28 

財 政 状 態 の 

健全性 
 

31,303円 
企業債残高 

処理区域内人口 
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④ 水洗化率 

水洗化率は、現在処理区域内人口のうち、水洗化人口（下水道に接続して汚水処

理している人口）の割合を表した指標です。 

 

 

【経営戦略期間の目標】 

当該指標については、公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点か

ら 100％となっていることが望まれます。本市の水洗化率は、県内類似団体平均よ

りも高い水準にあるものの、100％には満たないことから、今後水洗化率の更なる

向上を目指していきます。 

 

⑤ 有収率 

有収率は施設の稼働が収益につながっているかを判断する指標であり、施設・

管路等の維持管理や更新投資等が適切に行われ、使用料収入にどの程度結びつい

ているかを表しています。 

 

 

【経営戦略期間の目標】 

当該指標は高いほど良いとされ、その水準が過小であれば損益の悪化に直結す

るものであり、かつ漏水が多いと推察されるため、改善が求められます。本市の有

収率は県内類似団体平均と同水準であり、今後も当該指標の改善を目指します。 

指標の意味 算出式 H28 

施設の効率性 

 

97.31％ 

指標の意味 算出式 H28 

施設の効率性 

 

83.26％ 

×100 
水洗化人口 

処理区域内人口 

×100 
年間有収水量 

年間汚水処理水量 
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 投資・財政計画の更新等について 

投資・財政計画の更新等にあたっては、事業別の「投資・財政計画」と実績の乖離

を検証するだけではなく、将来予測方法や「収支ギャップ」の解消に向けた取組み等

についても検証した上で、必要に応じて更新等を図ります。 

また、「経営戦略」策定後において新たな経営健全化や財源確保に係る取組が具体

化した場合などにおいても、その内容について、必要に応じて「経営戦略」に追加す

ることとします。
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